
      第７章 都 市       

宮島口まちづくり国際コンペ（廿日市市）
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１ 都市行政の課題 

都市計画法の制定から半世紀近くが経過した現在，都市や地域を取り巻く状況は，大きく変化し

ている。 

平成 11 年４月以降，地方分権一括法の制定や都市計画法の改正，都市計画制度の創設等により，

地方の主体性が強化され，地域の実情に応じた多彩な都市づくりを行われるようになった。 

一方で，2050 年には日本の人口が１億人を割り込むことが予想され，人口の地域的偏在の加速や

人口減少による生産・消費の縮小が危ぶまれるといった少子高齢化問題や，高度成長期以降に集中

整備したインフラの老朽化問題などがますます深刻化しているほか，大規模地震の発生リスクが高

まる中，耐震化されていない建築物が，商業エリアや緊急輸送道路沿道に存在している。 

こうした中，本県は，まちづくりの主体である市町とともに，商業・医療・福祉・教育等を中心

とする街なかの機能の再整備や，街なかと周辺部との交通ネットワーク化などコンパクトなまちづ

くりに取組むとともに，災害に強くかつ個性的で魅力ある都市づくりを進める。 

２ 都市行政の基本方針

(1) 都市の将来像を実現するための適切な都市計画の策定 

県が一市町を超える広域的見地から定める「都市計画区域の整備，開発及び保全の方針」（い

わゆる都市計画区域マスタープラン）と，市町が地域に密着した見地から定める「市町村の都

市計画に関する基本的な方針」（いわゆる市町マスタープラン）が規定されている。 

平成 24 年度より，以下①②③は地域政策局都市圏魅力づくり推進課へ移管 

① 都市計画区域マスタープランの策定 

安定・成熟した都市型社会の到来に対応し，地域の自主性を尊重した制度への再構築が

行われ，全ての都市計画区域でマスタープランを策定することとなった。 

これを受けて，平成 14年３月に策定した「広島県都市計画制度運用方針」に基づき，広

域的な観点から，拠点化と連携を図った都市の将来像とその実現に向けた道筋を示す都市

計画区域マスタープランを，平成 16 年５月，県内の 27都市計画区域において策定した。 

また，近年の市町村合併後の動向や社会情勢の変化を踏まえ，廃止した１区域を除く 26

区域について，平成 32 年を目標年次とした新たな都市計画区域マスタープランの策定を平

成 23年度に行ったところであり，今後は広島県の都市づくりの目標に基づき集約型都市構

造の実現を目指していく。（都市計画区域の統合に伴い，都市計画区域マスタープランの

策定数は，平成 28 年 3月末現在は 22 となっている。） 

② 市町策定の都市計画マスタープランに対する助言等 

市町マスタープランは，市町の建設に関する基本構想（長期総合計画等）と都市計画区

域マスタープランに即して定めるものである。 

市町村合併による再編後の市町が，住民の理解と参加のもと，主体的なまちづくりを推

進するための新市町マスタープランの策定にあたり，適切な助言等を行う。 

③ 市町策定の緑の基本計画に対する助言等 

都市における緑地の保全及び緑化の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

め，市町が緑の基本計画を策定する。 

市町マスタープランと同様，今後，適切な助言等を行う。 

④ 区域区分，地域地区等の都市計画 

地域の実情に応じた個性豊かなまちづくりの推進に向け，適切な区域区分を定めるとと
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もに，地域地区等都市計画制度を活用し，きめ細かでメリハリのある土地利用の規制・誘

導を図る。

(2)都市機能の充実強化 

① 持続可能な都市の構築 

都市化社会から都市型社会への移行に伴い，既存都市基盤等のストックの維持・活用な

どによる持続可能な都市づくりを行う必要がある。 

(ア)中心市街地の活性化 

住宅及び都市機能増進施設（医療施設，福祉施設，商業施設等）の立地の適正化を

図る「立地適正化計画」に基づき，必要な都市機能の集約化や居住に関連する施設の

誘導により，地域の核となるエリアを形成し，コンパクトなまちづくりを推進する。 

(イ)都市の防災化等 

老朽化した木造建築物が密集し，防災上危険な密集市街地等について，都市計画制

度の活用などについて助言等を行うとともに，建築物の耐震化等について普及啓発等

を行い，居住環境の改善，防災機能の向上を図る。 

(ウ)被災宅地危険度判定制度の推進 

大規模な地震や豪雨により被災した宅地の二次災害の可能性の判定及び住民の安全

の確保を図るため，「被災宅地危険度判定制度」を推進する。 

② 魅力あるまちづくりの推進 

(ア)社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業） 

都市再生整備計画事業は，市町の自主性・裁量性が最大限発揮でき，地域の創意工

夫を活かした個性あふれるまちづくりが可能となる制度である。 

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かしたまちづくりを実施し，住民生活の

質の向上と地域経済の活性化を図るため，都市再生整備計画による事業を促進する。 

また，地方都市の既成市街地においては，必要な都市機能を誘導する「立地適正化

計画」に基づき，既存ストックの有効利用を図りつつ，将来にわたって持続可能な都

市とするために必要な都市機能（医療・福祉・子育て支援・教育文化・商業等）の整

備・維持を支援し，地域の中心拠点の形成を図る。 

(イ)社会資本整備総合交付金 （住宅市街地基盤整備事業） 

良好な住宅及び宅地を供給するため，公的機関及び民間による住宅宅地事業に関連

して整備が必要となる道路・公園・下水道等公共施設の総合的な整備を図る。 

(ウ)農住組合事業 

市街化区域内の農地において，「農と住の調和したまちづくり」を推進する。 

(エ)都市景観 

各都市における地域固有の歴史や文化と調和した質の高い都市空間の創出を図るた

め，啓発活動などを推進するとともに，景観法施行や屋外広告物法等を活用した各都

市・地域における良好な景観の形成に向けた取り組みについて助言等を行う。 

さらに，魅力あるまちなみづくりに取り組む市町を支援することで，魅力ある景観
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等，デザイン性のある都市空間の形成を推進し，本県における集客・交流の促進など

地域の賑わいの創出を図る。（魅力ある「まちなみづくり」支援事業） 

また，魅力ある地域環境の創出を図るため，魅力ある公共建築物の創造・発信や，

建築に関する優れた人材の育成などを積極的に推進する。（魅力ある建築物の創造事

業）

(オ)空き家対策 

人口減少・高齢化に伴い全国的に空き家は一貫して増加しており，本県においても，

適切な管理が行われていない空き家が社会問題化している。

適切に管理されていない空き家が地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている

ことを踏まえ，「広島県空き家対策推進協議会」を設立し，県，市町及び関係団体によ

る密接な連携のもと，空き家問題について全県的に取り組む。

(3)交流及び連携機能の強化 

都市活動や生活圏の広域化に伴い，都市間の交流・連携機能の強化を図るため，広島・備後

都市圏等の内外に向けた交通機能の強化，適正な都市機能分担，環境問題への対応などを踏ま

えた施策を展開する。 

① 都市交通施策の推進 

 都市圏内外の連携・交流を支援するための交通ネットワークを構築するとともに，効

率的な交通体系の形成や都市交通の円滑化を図るため，都市交通計画の策定，更新やＴＤ

Ｍ（交通需要マネジメント）施策を推進する。 

(ア)都市交通円滑化の推進 

都市圏における交通渋滞対策とともに，交通に起因する環境負荷の低減を図るため，

公共交通機関等を有効活用したパーク＆ライド，ノーマイカー運動などの交通円滑化

施策に取り組む。 

都 市 交 通 円 滑 化 

推 進 計 画

名  称 関係市町 

広島都市圏交通円滑化総合計画 広島市，廿日市市，大竹市など 

福山都市圏交通円滑化総合計画 福山市，府中市，尾道市など 

呉都市圏交通円滑化総合計画 呉市，熊野町，坂町など 

３ 都市計画の概要

(1)都市計画区域指定状況 

一体の都市として，総合的に整備，開発及び保全する必要がある区域を，都市計画区域とし

て定めており，平成 28年３月末現在では，22 都市計画区域（20市町）を指定している。 

このうち，区域区分を定めている都市計画区域は，広島圏，備後圏，東広島の 3都市計画区

域（9市 4町）である。 

現在の指定状況は，都市計画区域指定一覧表及び都市計画区域指定図のとおりである。 

市町村合併に伴い，一つの行政区域内に複数の都市計画区域が存在する区域においては，新

市の意向を踏まえながら，一体の都市として必要な範囲を検証しながら，都市計画区域の統
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合・再編等の見直しを行ったところであり，平成 24 年度は東広島及び黒瀬都市計画区域を東

広島都市計画区域に，川尻及び安浦都市計画区域を川尻安浦都市計画区域に，江田島及び大柿

都市計画区域を江田島都市計画区域に，平成 25年度は因島及び瀬戸田都市計画区域を因島瀬

戸田都市計画区域に各々統合した。 

(2)都市計画決定状況 

都市計画には，区域区分，地域地区，都市施設，市街地開発事業等を定めることとしている。 

これらの都市計画は，都市計画審議会の調査審議を経て都市計画決定を行っている｡ 

現在の決定状況は，都市計画決定状況一覧表のとおりである｡ 

都市計画区域指定・準都市計画区域指定一覧表

都市計画区域 (平成28年3月31日 現在)
都市計画 都市計画

区域内人口 区域面積

（H22国調） (ha)

　大竹市 　S12.11.1 　H16.5.31 27,612 2,298 大竹市の一部

　廿日市市 　S15.8.22 　H16.5.31 99,053 4,759 廿日市市の一部

　広島市 　T12.7.1 　H16.5.31 1,128,837 39,929 広島市の一部

　府中町 　S14.8.16 　H16.5.31 50,442 1,045 府中町の全域

　海田町 　S17.11.26 　H16.5.31 28,475 1,381 海田町の全域

　熊野町 　S40.10.18 　H16.5.31 24,533 3,362 熊野町の全域

　坂町 　S17.11.26 　H16.5.31 13,262 1,567 坂町の全域

　呉市 　T12.7.1 　H16.5.31 192,410 14,622 呉市の一部

計 4市4町 1,564,624 68,963

　三原市 　S9.3.13 　H24.4.5 60,018 8,828 三原市の一部

　尾道市 　S2.4.1 　H24.4.5 95,135 7,387 尾道市の一部

　福山市 　S3.9.10 　H24.4.5 440,123 33,577 福山市の一部

　府中市 　S9.3.13 　H24.4.5 33,682 3,561 府中市の一部

計 4市 628,958 53,353

　東広島 　東広島市 　S10.2.27 　H25.2.4 166,681 35,229 東広島市及び旧黒瀬町の一部

9市4町 2,360,263 157,545

　竹原 　竹原市 　S9.1.17 　S61.9.18 28,644 11,830 竹原市の全域

　三次圏 　三次市 　S9.2.3 　H9.10.2 34,045 9,079 三次市の一部

　庄原 　庄原市 　S13.6.10 　S62.8.31 13,049 4,431 庄原市の一部

　因島瀬戸田 　尾道市 　S13.9.12 　H26.3.24 34,177 7,252 旧因島市の全域及び旧瀬戸田町の全域

　宮島 　廿日市市 　S10.11.15 　S10.11.15 1,760 3,039 旧宮島町の全域

　東城 　庄原市 　S13.5.10 　S13.5.10 4,512 2,768 旧東城町の一部

　安芸津 　東広島市 　S18.5.13 　S18.5.13 10,919 6,508 旧安芸津町の全域

　川尻安浦 　呉市 　S20.4.18 　H25.3.28 20,892 7,979 旧川尻町の一部及び旧安浦町の全域

　江田島 　江田島市 　S31.6.6 　H25.1.28 17,675 3,746 旧江田島町の一部及び大柿町の一部

　上下 　府中市 　S31.6.6 　S62.8.31 2,237 703 旧上下町の一部

　西城 　庄原市 　S32.2.28 　S32.2.28 1,571 414 旧西城町の一部

　千代田 　北広島町 　S49.5.10 　H8.4.1 6,854 2,839 旧千代田町の一部

　吉田 　安芸高田市 　S55.11.21 　S55.11.21 5,679 1,253 旧吉田町の一部

　本郷 　三原市 　S61.12.15 　S61.12.15 10,648 5,653 旧本郷町の一部

　河内 　東広島市 　S61.12.15 　S61.12.15 5,567 5,397 旧河内町の一部

　世羅甲山 　世羅町 　H2.2.13 　H2.2.13 5,735 1,466 世羅町の一部

　佐伯 　廿日市市 　H2.11.29 　H11.9.30 8,541 3,887 旧佐伯町の一部

　音戸 　呉市 　H5.9.30 　H5.9.30 12,702 1,246 旧音戸町の一部

　御調 　尾道市 　H7.12.25 　H7.12.25 6,025 2,278 旧御調町の一部

12市2町 231,232 81,768

合計 14市6町 2,591,495 239,313

準都市計画区域
都市計画 準都市計画

区域内人口 区域面積

（H22国調） (ha)

　広島市 　H23.5.16 　H23.5.16 3,770 460 旧湯来町の一部　広島湯来

　広島圏

　備後圏

線
引
き
都
市

計

計

非
線
引
き
都
市

準 都 市 計 画
区 域 名

適        要都 市 名
当 初 区 域
指定年月日

最 終 区 域
指定年月日

適        要
都 市 計 画
区 域 名

都 市 名
当 初 区 域
指定年月日

最 終 区 域
指定年月日
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都市計画区域指定図
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都市計画決定状況一覧表                                          （平成 28年 3月 31日 現在）

第
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低
層
住
居
専
用
地
域

第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域
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地
域
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第
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住
居
地
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住
居
地
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近
隣
商
業
地
域

商
業
地
域

準
工
業
地
域

工
業
地
域

工
業
専
用
地
域

個
人
施
行

組
合
施
行

公
共
団
体
施
行

機
構
施
行

行
政
庁
施
行

　大竹市

　廿日市市

　広島市

　府中町

　海田町

　熊野町

　坂町

　呉市

　三原市

　尾道市

　福山市

　府中市

　東広島 　東広島市（東広島市及び旧黒瀬町）

　竹原 　竹原市

　三次圏 　三次市

　庄原 　庄原市

　因島瀬戸田 　尾道市（旧因島市及び旧瀬戸田町）

　宮島 　廿日市市（旧宮島町）

　東城 　庄原市（旧東城町）

　安芸津 　東広島市（旧安芸津町）

　川尻安浦 　呉市（旧川尻町及び旧安浦町）

　江田島 　江田島市（旧江田島町及び大柿町）

　上下 　府中市（旧上下町)

　西城 　庄原市（旧西城町）

　千代田 　北広島町（旧千代田町）

　吉田 　安芸高田市（旧吉田町）

　本郷 　三原市（旧本郷町）

　河内 　東広島市（旧河内町）

　世羅甲山 　世羅町

　佐伯 　廿日市市 （旧佐伯町）

　音戸 　呉市（旧音戸町）

　御調 　尾道市（旧御調町）

　広島湯来※ 　広島市（旧湯来町）

流
通
業
務
地
区

準
防
火
地
域

都
市
計
画
区
域
名

区
域
区
分

用　　　　　途　　　　　地　　　　　域
自
転
車
駐
車
場

自
動
車
タ

ー
ミ
ナ
ル

平
和
記
念
施
設

緑
地

　備後圏

高
度
利
用
地
区

特
定
街
区

防
火
地
域

緑
地
保
全
地
区

自
動
車
専
用
道
路

幹
線
街
路

都　　　　　　市　　　　　　施　　　　　設

防
砂
の
施
設

工
業
団
地
造
成
事
業

生
産
緑
地
地
区

社
会
福
祉
施
設

区
画
街
路

促
進
区
域

地　　　　　　　　域　　　　　　　　地　　　　　　　　区

都
市
下
水
路

市　街　地　開　発　事　業

特
殊
街
路

駅
前
広
場

都
市
高
速
鉄
道

駐
車
場

河
川

一
団
地
の
官
公
庁
施
設

汚
物
処
理
場

ご
み
処
理
場

と
畜
場

特
別
用
途
地
区

高
度
地
区

臨
港
地
区

伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区

風
致
地
区

都
市
再
生
特
別
地
区

公
園

　広島圏

流
通
業
務
団
地

土地区画
整理事業

新
住
宅
市
街
地
開
発
事
業

ご
み
焼
却
場

景
観
地
区

駐
車
場
整
備
地
区

墓
園

市
街
地
再
開
発
事
業

病
院

広
場

流
域
下
水
道

公
共
下
水
道

地
区
計
画
等

市
場

火
葬
場

一
団
地
の
住
宅
施
設

学
校

（注） ■ は都市計画決定内容を示す｡ 

※ は準都市計画区域 
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４ 都市環境の整備

(1) 屋外広告物 

「屋外広告物法」（昭和 24 年法律第 189 号），「広島県屋外広告物条例」及び「広島県屋外広

告物に関する規則」により屋外広告物の禁止地域及び許可地域を指定して，良好な景観の形成

や風致の維持を図るとともに，公衆に対する危害の防止に努めている。 

昭和 54 年度から屋外広告物に関する事務を市町（村）長に委任し，市町長が無許可・違反

広告物の取締りに当たっている。 

また，屋外広告業者に対しては，講習会の開催及び屋外広告業の登録により，屋外広告物に

関する法令等の知識の普及を図るとともに，業界の実態を把握してその指導育成に努めている。 

屋外広告物に対する平成 27 年度の許可件数は，4,423 件である。 

(2) 緑地協定 

都市の過密化等に伴う生活環境の悪化が叫ばれているなかで，都市の緑が次第に姿を消しつ

つある。 

そこで，「都市緑地法」（昭和 48 年法律第 72号）に基づき都市計画区域内における相当規模

の一団の土地又は道路，河川等に隣接する相当の区間にわたる土地の所有者が市街地の良好な

環境を確保するため，その全員の合意により，当該土地の区域における緑地の保全又は緑化に

関する協定を締結するものである。 

５ 宅地開発

都市及びその周辺部における無秩序な宅地等の開発を防ぎ，良好な都市環境の形成を図るため，

開発許可制度及び「宅地造成等規制法」（昭和 36 年法律第 191 号）の許可制度の適正な運用を行う。 

(1) 開発許可制度の概要 

都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域とに区分し，それぞれの区域で一定規模以上の

宅地開発，一定目的以外の開発行為等を行う場合，あらかじめ知事の許可を受けることが必要

となっている。 

また，この制度は，昭和 49 年の「都市計画法」（昭和 43 年法律第 100 号）の一部改正によ

り，一定規模以上の開発行為については，区域区分が決定されていないいわゆる非線引都市計

画区域においても適用されることとなり，平成 12年の一部改正により，都市計画区域外の区

域における一定規模以上の開発行為についても適用されることとなった。 

政令指定都市である広島市，中核市である福山市，特例市である呉市（平成 12 年度に移行。）

及び権限移譲のあった三次市（平成 17 年度より），東広島市（平成 18年度より），三原市・尾

道市・廿日市市・竹原市※（平成 20 年度より）においては，それぞれの市の区域における開

発許可事務は，それぞれの市において処理している。（※竹原市は１ha 未満の事務のみが移譲

の対象） 

(2) 宅地造成等規制法の許可制度の概要 

宅地造成工事規制区域は，宅地造成に伴い災害が生ずるおそれの著しい市街地又は市街地と

なろうとする土地の区域について指定されるもので，この区域内において行う宅地造成（一定

の切土，盛土又は面積以上のものに限る。）については，災害防止のためあらかじめ許可を受

けることが必要となっている。宅地造成工事規制区域の指定状況は下表のとおりで，広島県の

総面積の 27.8％にあたる。 

政令指定都市である広島市，中核市である福山市及び特例市である呉市（平成 12 年度に移

行。）及び権限移譲のあった三次市（平成 17年度より），東広島市（平成 18年度より），三原
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宅地造成工事規制区域一覧 （平成28年3月31日 現在 ）

広 島 市

福 山 市

呉 市

三 原 市

尾 道 市

三 次 市

東 広 島 市

廿 日 市 市

竹 原 市

大 竹 市

江 田 島 市

府 中 町

海 田 町

熊 野 町

坂 町

小 計

府 中 市

小 計

905.41 65.3

(b)市町面積 (a)/(b)

(%)(k㎡)

管轄市又は

管轄建設事務所
市　町　名

(a)規制法適用区域面

福　　山　　市 310.89

広　　島　　市 591.26
(k㎡)

三　　原　　市 249.68 471.19 53.0

518.14 60.0

呉　  　 　　市 220.82 353.85 62.4

三　　次　　市 67.38 778.19 8.7

尾　　道　　市 144.01 284.85 50.6

廿　日　市　市 109.23 489.36 22.3

東  広  島  市 392.40 635.32 61.8

西 部

106.66 118.30 90.2

14.10 78.57 17.9

50.43 100.98 49.9

7.81 10.45 74.7

9.99 13.81 72.3

18.9

37.07 195.71 18.9

30.88 33.62 91.9

13.13 15.67 83.8

合　　　　　　　　計 2,355.74 5,003.42 47.1

233.00 371.40 62.7

東 部
37.07 195.71

市・尾道市・廿日市市・竹原市※（平成 20年度より）においては，それぞれの市の区域にお

ける宅地造成に関する工事等の規制事務はそれぞれの市において処理している。（※竹原市は

１ha未満の事務のみが移譲の対象） 
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(3) 許可状況 

① 開発行為の許可状況 

(平成28年3月31日 現在)

年度

区分
許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

市町名 (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha)

竹 原 市 1 1.4

大 竹 市 2 1.3 1 6.2 2 0.6 2 1.2 3 0.6

安芸高田市 1 1.0 1 0.5

江田島市 1 0.7 1 0.5 1 0.3

府 中 町 1 0.3 2 1.6

海 田 町 1 0.3 1 0.1 1 0.6 2 1.1

熊 野 町 1 0.5 3 6.4 1 0.5 2 0.2 4 1.2

坂    町 1 0.2 1 0.3

安芸太田町   

北広島町 1 0.5 1 0.5

大崎上島町

小   計 4 2.1 3 6.4 1 0.7 4 6.8 1 0.5 2 1.9 4 2.2 1 0.5 1 1.0 7 3.4 2 0.2 9 2.9

世 羅 町 1 0.6 1 1.6

府 中 市 2 0.4 1 3 1.0 1 3 0.5 2 0.5 1 0.1

神石高原町

小   計 2 0.4 1 3 1.0 1 3 0.5 1 0.6 1 1.6 2 0.5 1 0.1

庄 原 市   1 2.7 1 0.8 2 1.5

小   計 1 2.7 1 0.8 0 0.0 2 1.5

6 2.5 4 6.4 1 0.7 1 2.7 7 7.8 2 0.5 3 2.7 7 2.7 1 0.5 2 1.6 1 1.6 9 3.9 2 0.2 10 3.0 2 1.5

（注） ・開発変更許可分は計上しない。

・市街化区域と市街化調整区域にまたがる開発は市街化調整区域の開発に計上した。

・竹原市については，県許可分（１ha以上のもの）のみを計上した。

非線引
区　域

都市計画
区 域 外

市街化
区　域

26

市街化
区　域

市 街 化
調整区域

非線引
区　域

都市計画
区 域 外

25

都市計画
区 域 外

合    計

協議(第34条の2)

北
部

東
部

西
部

管
轄
建
設
事
務
所

非線引
区　域

非線引
区　域

市 街 化
調整区域

市街化
区　域

市 街 化
調整区域

市街化
区　域

23

都市計画
区 域 外

市 街 化
調整区域

24 27

市街化
区　域

市 街 化
調整区域

非線引
区　域

都市計画
区 域 外

（注）・開発変更許可分は計上しない。

・市街化区域と市街化調整区域にまたがる開発は，市街化調整区域の開発に計上した。       

 ・竹原市については，県許可分（１ha以上のもの）のみを計上した。  
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② 都市計画法第４３条の規定による建築許可状況 

(平成28年3月31日 現在)

　　年度
区

分

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

市町名 （㎡） （㎡） （㎡） （㎡） （㎡）

3 875 5 2,010 4 861 4 7,886 4 1,979
1 229

3 875 5 2,010 4 861 4 7,886 5 2,208
2 395 1 431 3 1,168
2 395 1 431 3 1,168
5 1,270 6 2,441 7 2,029 4 7,886 5 2,208

2723 24 25 26管
轄
建
設
事
務
所

合　　計

協議（第43条の3）

東
部

府　中　市

小　　計

西
部

大　竹　市

府　中　町

海　田　町

熊　野　町

坂　   　町

小　　計

③ 宅地造成に関する工事の許可状況  

(平成28年3月31日 現在)

年度
区

分

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

許
可
件
数

許
可
面
積

市町名 （ha） （ha） （ha） （ha） （ha）

1 0.1
1 0.1

2 1.7 1 1.7 1 1.0
6 7.7 1 0.9 2 0.4 3 2.6

1 0.2 1 1.0 1 1.0 1 0.8
1 1 2 1.5
4 0.4 10 10.4 5 5.1 3 1.2 4 3.6
1 1 0.1
1 1 0.1
5 0.4 10 10.4 5 5 4 1.3 4 3.6

協議（第11条）

西
部

竹　原　市

大　竹　市

江田島市

府　中　町

海　田　町

熊　野　町

坂　　町

小　　計

27

東
部

府　中　市

小　　計

合　　　　計

26管
轄
建
設
事
務
所

23 24 25

（注） ・竹原市については，県許可分(1ha 以上のもの)のみを計上した。 

 ・既申請に係る再申請分は計上しない。 
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６ 街路事業

(1) 街路事業の概要 

本県の都市計画道路は，広島市において，昭和３年に 29 路線を定め，昭和５年から街路事

業に着手したのが最初で，その後，尾道市をはじめ呉市，福山市，その他の市町においても逐

次計画決定され，平成 26年３月 31日現在では，13 市６町において，総延長約約 1,484km が

都市計画決定されている。 

 本県では，「広域的な交流・連携基盤の強化」，「集客・交流機能の強化とブランド力向上」，

「防災・減災対策の充実・強化」，「持続可能なまちづくり」を推進するため，広島県道路整備

計画 2016 に基づき，整備の重点化を図り，都市の骨格となる幹線街路，地域住民の日常生活

の利便に関連する街路の整備を促進している。 

 また，鉄道による交通の遮断及び地域の分断を解消するため，鉄道の高架化を促進するこ

ととし，昭和 54 年度に着手した三原駅周辺におけるＪＲ山陽本線・呉線の連続立体交差事業

を平成５年度に完了させ，平成５年度からは広島市東部地区（広島市南区・安芸区，府中町，

海田町）においてＪＲ山陽本線・呉線の連続立体交差事業に着手している。（現在，共同事業

者である広島市と連携して，公共事業を取り巻く環境の変化を踏まえ，見直しの検討を行って

いる。） 

 また，バリアフリーに対応した交通結節点や駅周辺整備を行い公共交通機関の一層の利用

促進を図ることとしている。 

都市計画道路等の整備状況 （平成 28年 3月 31 日 現在）（単位：㎞，%）

区   分
自動車専用道路 幹線街路 区画街路 特殊街路 合  計

計 画 決 定 ２０８.４９ １,２１７.９８ ２２.４９ ３４.６１ １,４８３.５７ 

改良済延長 ９７.２５ ７８６.６１ ２０.８３ ３３.８９ ９３８.５８ 

改  良  率 ４６.６４ ６４.５８ ９２.６２ ９７.９２ ６３.２６ 

(2) 主な事業の概要 

① 街路事業 

路線名 事業区間 事業延長 計画幅員 総事業費 

青崎池尻線 安芸郡府中町桃山二丁目 ４４０ｍ １２ｍ 約 ２０ 億円 

栗柄広谷線 府中市高木町 ５５１ｍ １８ｍ 約 ２３ 億円 

② 連続立体交差事業 

事業箇所名 事業主体 事業延長 踏切除却 事業期間 総事業費

広島市東部地区
広 島 県
広 島 市

山陽本線 ４．６㎞
呉 線 １．７㎞

１６ｹ所
 ４ｹ所

平成５年度
～平成 34年度

約 ９６０ 億円
（内県分約６０６億円）

    広島市東部地区連続立体交差事業は現在見直し検討中である。

（記載の事業概要は，見直し検討前の事業概要である。）
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(3)  平成 28 年度事業の内容 

① 県事業（公共） 

 （単位：千円，％）

     区
分 

工種 

平成 27年度当初 平成 28年度当初 
事業費 
比 較 

説   明 

箇所 事 業 費 箇所 事 業 費 

改 築 12 2,369,000 10 2,380,500 １００．４
青崎池尻線， 

栗柄広谷線 ほか 

鉄 道 高 架 １ 100,000 １ 98,000 ９８．０
広島市東部地区 

連続立体交差事業 

そ の 他 - 34,213 - 31,413 ９１．８
市町事業指導監督費 

ほか 

計 13 2,503,213 11 2,826,913 １１２．９

② 市町事業（政令市を除く） 

                                            （単位：千円，％）

     区分 

工種 

平成 27 年度当初 平成 28 年度当初 
事業費 

比 較 
説   明 

箇所 事 業 費 箇所 事 業 費 

改 築 17 3,650,189 20 2,497,176 ６８．４ 

横路４丁目白石線（呉市）， 

円一皆実線（三原市）， 

廿日市駅構内線（廿日市市）

ほか 

７ 市街地開発事業等

(1) 市街地開発事業計画の概要 

① 土地区画整理事業計画 

土地区画整理事業は，都市基盤の整備水準が低い地区について，土地の交換分合を行っ

て宅地の区画・形状を整え，減歩によって生み出した用地により道路，公園などの公共施

設を整備・改善し，土地利用の増進を図るものである。

現在の都市計画決定状況は，次表のとおりである。

（平成28年 3月 31日 現在）

都市計画

区域名
都市名

都市計画決定
都市計画

区域名
都市名

都市計画決定
都市計画

区域名
都市名

都市計画決定

決 定

地 域 数

面積

ｈａ

決 定

地 域 数

面積

ｈａ

決 定

地 域 数

面積

ｈａ

広 島 圏 大 竹 市 ― ― 備 後 圏 三 原 市 ３ １３１.２ 東 広 島 東 広 島 市 ５ ２０１．０ 

〃 廿 日 市 市 ４ ７２.９ 〃 尾 道 市 ４ １３０.９ 竹 原 竹 原 市 １ ３０.３ 

〃 広 島 市 １４ 1，５０７.７ 〃 福 山 市 ３３ ２,０８２.４ 安 浦 呉 市 １ １７.１ 

〃 府 中 町 ３ ６６.０ 〃 府 中 市 ２ １２９.３ 庄 原 庄 原 市 １ ２．２ 

〃 海 田 町 １ ２.０ 本 郷 三 原 市 １ ４７．８ 

〃 熊 野 町 ― ― 三 次 三 次 市 ２ １６.０ 

〃 坂 町 ― ― 

〃 呉 市 ５ ３４９．３ 

小計 １,９９７.９ha 小計 ２,４７３．８ha 小計 ３１４．５ha 

合計 ４,７８６．２ha 
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② 市街地再開発事業計画 

市街地再開発事業は，市街地の高度利用を図る地区内で，公共施設の整備とともに，用

途，容積，防災，美観を考慮した市街地をつくり，都市機能の更新を図るものである。

この事業は，市街地建築物に，従前の権利者全般の希望を換地床と共有持分となる土地

に権利変換させ，この建築物（再開発ビル）の余裕部分（保留床）に広域都市計画から所

要される業務，商業等の機能を収容しつつ公共用地を生み出してゆくものである。

現在実施中の事業について，都市計画決定状況は，次表のとおりである。

（平成 28年 3月 31 日 現在） 

都市計画
区 域 名

都市名 区 分 名      称 
施 行
主 体

施 行
区 域
面 積

建 築
敷 地
面 積

建ぺい
率 の
制 限

容 積
率 の
限 度

建築物
の高さ
の制限

主 要 用 途 決定年月日 

広島圏 

広島市 第一種 
広島駅南口 B ブロック第一種市
街地再開発事業 

組 合 1.4 0.84 9/10 110/10 ― 
店舗，住宅，事務所，
駐車場，駐輪場 

S63.9.16 決定 

Ｈ20.3.26 変更

広島市 第一種 
広島駅南口Ｃブロック第一種市
街地再開発事業 

組 合 1.9 0.97 9/10 80/10 180ｍ 店舗，住宅，駐車場 Ｈ23.4.12 決定

(2) 市街地開発事業の概要 

市街化の進展に応じた効率的な公共施設の整備及び良好な宅地の供給を図るため，土地区画

整理事業を推進するとともに，既成市街地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図

るため，市街地再開発事業を促進している。 

① 土地区画整理事業 

現在，土地区画整理事業については，11箇所 260.9ha（広島市を除く）が施行中である。 

このうち補助事業により実施中の箇所は，次表のとおりである。 

また，県は，土地区画整理事業を促進するため，必要に応じて県道負担金を支出してい

る。 

補助事業一覧 （平成 28 年 3 月 31 日 現在）

県道負担金 （単位：千円）

平成27年度当初予算 平成 28 年度当初予算 

82,525 93,009 

※広島市を除く。

※社会資本整備総合交付金の交付期間が終了した 2 地区を除く。

面積

（ha）

竹　　原　　市 新 開 30.3 元

海　　田　　町 海 田 市 駅 南 口 2.0 4

廿　日　市　市 廿 日 市 駅 北 16.3 11

府　　中　　町 向 洋 駅 周 辺 12.2 11

三　　原　　市 東 本 通 47.8 10

三　　次　　市 み ら さ か 10.7 12

福　　山　　市 川 南 27.4 15

東　広　島　市 寺 家 地 区 10.8 21

庄　　原　　市 庄原駅周辺地区 2.2 21

159.7

都市名 施行地区

合計

採択
年度
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② 市街地再開発事業 

市街地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため，都市再開発法に基づ

いて市街地整備を施行する個人又は組合の事業に要する経費の一部を国，県及び市町が助

成している。現在，実施中の補助事業は，次表のとおりである。 

補助事業一覧 （平成28年3月31日 現在）

都市名 地区名 
面 積 

（ｈａ） 
施行者 事業年度 

総事業費 

（百万円） 

県補助金 

（百万円） 
施設建築物の概要 

広島市 
広島駅南口 

Bブロック 
１.３９ 組 合 

３～２８ 

（予定） 

39，219 

(予定) 

1,607 

(予定） 

西棟  

東棟  

地上 52階 
地下 2階 
地上 10階 
地下 １階 

〃 
広島駅南口 

Ｃブロック 
１.９０ 組 合 

２３～２８ 

（予定） 

32,060 

(予定) 

1,571 

(予定） 

住宅棟 

商業棟 

地上 46階 
地下 1階 
地上 11階 
地下 １階 

８ 公園事業

(1) 公園事業の概要 

本県における都市公園等の開設状況は，平成２６年度末において一人当たりの面積は１１.

３㎡となっており，全国平均の１０.２㎡は上回っているものの，都市ごとに整備水準の格差

が生じている。 

公園は，県民に対し安らぎや憩いの場，レクリェーション活動の場を提供するとともに，都

市環境の保全，大地震火災時における避難地や延焼防止機能など，多くの役割を有する重要な

施設であるため，こうした機能を総合的に発揮できるよう，住区基幹公園，都市基幹公園，特

殊公園及び都市緑地等をその種別に応じた適正な配置と規模で設置する。 

また，県民のレクリェーション活動の広域化，多様化傾向に対応するため，広域公園を配置

し，健全な野外レクリェーション活動を促進する。 

【県立公園（土木建築局所管）の概要】 

○ 備北圏における総合文化ゾーン建設の方針を受け，文化活動を推進する主要施設として

「みよし公園」を整備しており，カルチャーセンター，子どもの広場，パークゴルフ場，テニ

スコート，文化の広場，芝生広場，温水プール等を設置して備北圏及び周辺地域の利用に供し

ている。 

○ 備後圏における都市公園の水準を引き上げ，広域化・多様化するレクリェーション需要に

対処するとともに，スポーツの振興を図るため，「びんご運動公園」を整備しており，陸上競

技場，球技場，テニスコート，野球場等を設置して，備後圏及び周辺地域の利用に供している。 

○ 世羅高原の持つ魅力ある風土の下で，「県民のやすらぎ交流拠点」を基本テーマに，地域

交流や自然とのふれあいを通じ，心身のリフレッシュできる公園として「せら県民公園」を整

備しており，交流広場，のんびり高原，レクリェーション広場，ミニチュアガーデン等の第Ⅰ

期整備区域を県民の利用に供している。また，平成２０年４月１２日に自然の生態を学習する

ことができる自然観察園を，平成２３年４月１日に散策道を追加開園している。 

（金額単位：百万円）

公  園  名 所在地 面  積(ha) 総事業費 事業年度 

びんご運動公園 尾道市 ８７.６ 約２１,９１２ 
S５８年度 

～H１４年度 

み よ し 公 園 三次市 ５２.８ 約１０,６８３ 
S５５年度 

～H１２年度 

せら県民公園 世羅町 ６３.３   約 3,891 
＊ H１４年度～ 

                           （＊せら県民公園総事業費は，第Ⅰ期区域＋自然観察園）
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(2) 事業の実施状況 

① 主な事業の内容 

・避難地，防災拠点等となる都市公園等の整備 

・施設の老朽化対策（長寿命化計画策定，計画的な改築・更新），バリアフリー化対策等

② 都市公園のアセットマネジメント 

土木建築局所管の都市公園では，平成 22 年度にびんご運動公園，平成 23年度にみよし

公園及びせら県民公園の長寿命化計画を策定している。今後は適切な施設点検・保守対策

及び長寿命化計画に基づく施設の修繕・改築・更新を行い，ライフサイクルコストの縮減

と予算の平準化を図る。 

③ 平成２８年度事業費 

（単位：千円） 

区  分 平成２８年度予算 （参考）平成２７年度 

公共事業 １５７，５００ ７３，５００

単独建設事業 ４３，０００ ２０，４００

維持修繕事業 ５７，９００ ６２，８３２

     ※公共事業は繰越除く 

④ 都市公園等整備状況 

平成２６年度末都市公園等整備現況調査結果（市町別）
都市公園等とは，「都市公園法」に基づき国又は地方公共団体が設置する都市公園，及び都市計画区域外において都市公園に準じて配置されている特定地区公園（カントリーパーク）を指す

（平成27年3月31日 現在）

箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha)

合計 2662 395.3 107 212.2 26 136.1 28 426.2 20 290.3 5 291.2 29 659.0 1 338.8 166 199.0 3044 2948.1 2601 11.3

 広島市　 965 158.4 45 97.6 11 49.5 8 181.3 5 94.0 2 125.5 11 96.9 72 82.4 1119 885.6 1145 7.7

 呉市 308 33.3 10 13.0 5 28.2 3 31.7 2 22.8 6 78.6 1 5.8 335 213.4 223 9.6

 竹原市 11 2.4 2 2.3 2 45.4 15 50.1 28 17.9

 三原市 84 16.2 2 6.3 1 17.5 3 14.4 90 54.4 73 7.5

 尾道市 66 12.0 3 4.8 1 3.2 3 25.2 1 87.6 7 3.0 81 135.8 130 10.4

 福山市 569 87.6 18 31.9 3 18.4 5 39.7 2 24.1 7 41.2 51 68.0 655 310.8 441 7.0

 府中市 36 7.0 4 6.6 1 3.8 1 9.8 2 18.7 2 0.7 46 46.6 36 12.9

 三次市 9 3.5 2 3.1 1 6.6 1 6.2 1 22.4 1 50.9 15 92.6 34 27.2

 庄原市 2 0.4 1 1.2 1 24.4 1 11.2 1 338.8 6 376.0 19 197.9

 大竹市 54 5.0 1 2.3 1 7.3 1 12.8 1 1.5 58 28.9 27 10.7

 東広島市 288 29.5 8 17.5 3 47.7 1 18.6 6 0.8 306 114.1 177 6.4

 廿日市市 201 28.5 8 22.1 1 6.2 1 24.5 2 422.7 19 8.0 232 511.9 114 44.9

 安芸高田市 6

 江田島市 6 1.0 2 2.3 1 4.6 1 8.5 1 1.0 1 3.0 12 20.4 16 12.8

 府中町 10 2.2 1 5.6 1 16.3 12 24.1 52 4.6

 海田町 21 3.2 1 13.8 22 17.0 28 6.1

 熊野町 6 0.8 1 4.0 1 1.5 8 6.2 25 2.5

 坂町 26 4.5 1 1.3 1 5.8 1 0.5 29 12.2 13 9.4

 北広島町 1 11.7 1 9.5 2 21.2 8 26.4

 世羅町 1 27.2 1 27.2 6 45.3

※特殊公園は風致公園，動植物公園，歴史公園，墓園の合計

※その他は緩衝緑地，都市緑地，広場公園，緑道，カントリーパークの合計

※表示数値以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある

一人当
たり公園
等面積
(㎡/人)

街区公園 近隣公園 地区公園 総合公園 運動公園 広域公園

住区基幹公園 都市基幹公園 大規模公園

特殊公園 国営公園 その他 都市公園等合計 都市計
画区域
人口等
(千人)
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９ 下水道事業

(1) 下水道事業の概要 

広島県内２３市町のうち公共下水道を実施しているのは，２２市町であり，平成２６年度末

の県内の下水道普及率は，７２．０％である。また，農業・漁業集落排水や合併浄化槽等によ

る汚水処理に係る分を含めた汚水処理人口普及率は，８５．９％である。 

(2) 流域下水道事業の概要 

① 流域下水道 

流域下水道は，主として市町村が管理する関連公共下水道により排除される下水を受け

て，これを排除及び処理するために都道府県が管理する下水道で，２以上の市町村の区域

における下水を排除するものであり，かつ，終末処理場を有するものである。 

本県には，太田川流域下水道，芦田川流域下水道及び沼田川流域下水道の３件がある。 

② 流域下水道の整備状況 

（平成２８年３月３１日 現在） 

区分 

流域 

下水道名 

（処理区名） 

全 体 計 画 整 備 状 況 

管渠 

処理場 

管渠 

処理場 

処理能力 面積 使用開始 処理能力 取得用地 処理施設 

太 田 川 
(瀬野川処理区) 

㎞ m3／日 ha ㎞  m3／日 ha 管理本館 

２８.４ １５６,７１０ ３０.７ ２８.４ Ｓ６３.１０. １ １４８,３８０ ３０.７ 水処理施設 

汚泥処理施設 

芦 田 川 
(芦田川処理区) 

管理本館 

３９.６ ２０５,７００ ２８.６ ３９.６ Ｓ５９.１０. １ １７９,２００ ２８.６ 
水処理施設 

汚泥処理施設 

汚泥焼却施設 

沼 田 川 
(沼田川処理区) 

管理本館 

４３.２ ４５,８００ ６.６ ４３.２ Ｈ ８. ３.２５ ２３,８００ ６.６ 水処理施設 

       汚泥処理施設 

太 田 川 流 域 

事業着手   Ｓ53 年度 

処理開始   Ｓ63 年 10 月 

計画処理面積 5,254 ha 

計画処理人口 288.3 千人 

区域内自治体 広島市 

府中町 

海田町 

熊野町 

坂町 
沼 田 川 流 域 

事業着手    Ｈ3 年度 

処理開始    H8 年 3 月 

計画処理面積  3,261 ha 

計画処理人口  72.4 千人 

区域内自治体 三原市 

東広島市 

芦 田 川 流 域 

事業着手    Ｓ49 年度 

処理開始    Ｓ59 年 10 月 

計画処理面積  11,726 ha 

計画処理人口  356.9 千人 

区域内自治体  福山市 

府中市 
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(ア)太田川流域下水道の概要 

昭和５６年度から幹線管渠の建設工事に，昭和５９年度から終末処理場（東部浄化

センター）の建設工事に着手し，昭和６３年度に一部供用開始（２４,６００m3／日）

した。現在１４８,３８０m3／日で供用している。 

市町別計画処理区域面積・計画処理人口及び計画処理水量の内訳 

処 理 区 名 市 町 名 
計画処理区域面積 計画処理人口 計画処理水量 

(ha) (千人) 日最大 (m3／日) 

 広 島 市 ３，０６５．４ １８８．７ １０７，４１０ 

 府 中 町 ６４６．０ ４７．２ ２０，６２０ 

瀬野川処理区 海 田 町 ６１２．０ ２４．１ １２，１８０ 

 熊 野 町 ５７１．９ １７．６ ７，０４０ 

 坂   町 ３５８．８ １０．７ ５，７２０ 

計 ５，２５４．１ ２８８．３ １５２，９７０ 

処理施設 

処理区名 終末処理場名 
排除 
方式 

処理方法 
敷地面積 

(ha) 

処 理 能 力 

計画処理水量 

日最大(m3／日) 

計画処理  

人口 (人)

瀬野川処理区 
東部浄化セン
ター 

分流式

標準活性汚泥法 
（凝集剤併用型循
環式硝化脱窒法）
＋急速砂ろ過 

３０．７ １５２，９７０ ２８８，２９０ 

幹線管渠

処 理 区 名 幹 線 名 管渠径（㎜） 延長（ｍ） 

瀬野川処理区 

安 芸 幹 線 ○･ １，３５０～□･ ２，６００  ６，６２０ 

瀬野川幹線 ○･ １，３５０～○･ １，８００  ９，３３０ 

坂 幹 線 ○･   ７００～○･ １，３５０  ４，４４０ 

熊 野 幹 線 ○･   ４５０～□･ １，８００  ８，０３０ 

計 ２８，４２０ 

□･ ･･･馬蹄断面 ○･ ･･･円形断面

平成２８年度事業費  （単位：百万円）

区 分 全 体 計 画 平成２７年度まで 平成２８年度（計画）

総 事 業 費 １４１，２２３ １１４，２１９ ４９４ 

内 訳 
国庫補助事業 １３１，３３７ １０７，７２９ ４５９ 

単独県費事業 ９，８８６ ６，４９０ ３５ 

   ※ 各数値は四捨五入を行っているため，合計が合わないことがある。

(イ)芦田川流域下水道の概要 

昭和５１年度から幹線管渠の建設工事に，昭和５３年度から終末処理場（芦田川浄

化センター）の建設工事に着手し，昭和５９年度に一部供用開始（３３,６００m3／日）

した。現在１７９,２００m3／日で供用している。 

市町別計画処理区域面積・計画処理人口及び計画処理水量の内訳 

処 理 区 名 市 町 名 
計画処理区域面積 計画処理人口 計画処理水量 

(ha) (千人) 日最大 (m3／日) 

芦田川処理区 
福 山 市 １０，５４２．７ ３３３．８ １９２，０１０ 

府 中 市  １，１８２．８ ２３．１  １３，６３０ 

計 １１，７２５．５ ３５６．９ ２０５，６４０ 
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処理施設 

処理区名 終末処理場名 
排除 
方式 

処理方法 
敷地面積 

(ha) 

処 理 能 力 

計画処理水量 

日最大(m3／日) 

計画処理  

人口 (人)

芦田川処理区 
芦田川浄化セ
ンター 

分流式
標準活性汚泥法 
＋急速砂ろ過  

２８．６ ２０５，６４０ ３５６，８５０ 

幹線管渠

処 理 区 名 幹 線 名 管渠径（㎜） 延長（ｍ） 

芦田川処理区 
芦田川幹線 ○･ １，３５０～○･ ３，２５０ ２５，２７０ 

沼 隈 幹 線 ○･   ５４０～○･ １，３５０ １４，３２０ 

計 ３９，５９０ 

○･ ･･･円形断面

平成２８年度事業費 （単位：百万円）

区 分 全 体 計 画 平成２７年度まで 平成２８年度（計画）

総 事 業 費 １1０，３７５ １０６，７７８ ２，０６６ 

内 訳
国庫補助事業 １０２，６４９ １０１，２４４ １，９２１ 

単独県費事業 ７，７２６ ５，５３４ １４５ 

   ※ 各数値は四捨五入を行っているため，合計が合わないことがある。

(ウ)沼田川流域下水道の概要 

平成３年度より幹線管渠の建設工事に，平成４年度より処理場の建設工事に着手し，

平成７年度に一部供用開始（１１,９００m3／日）した。現在２３,８００m3／日で供用

している。 

市町別計画処理区域面積・計画処理人口及び計画処理水量の内訳 

処 理 区 名 市 町 名 
計画処理区域面積 計画処理人口 計画処理水量 

(ha) (千人) 日最大 (m3／日) 

沼田川処理区 
三 原 市 ２，７５８．７  ６５．６ ４２，１２０ 

東 広 島 市 ５０２．１   ６．８  ３，６１０ 

計 ３，２６０．８  ７２．４ ４５，７３０ 

処理施設 

処理区名 終末処理場名 
排除 
方式 

処理方法 
敷地面積 

(ha) 

処 理 能 力 

計画処理水量 

日最大(m3／日) 

計画処理  

人口 (人)

沼田川処理区 
沼田川浄化 
センター 

分流式 標準活性汚泥法 ６．６ ４５，７３０ ７２，３６０ 

幹線管渠 

処 理 区 名 幹 線 名 管渠径（㎜） 延長（ｍ） 

沼田川処理区 

沼田川幹線 ○･    １５０～○･ １７００ ３４，０３０ 

西野川幹線 ○･    ９００～○･ １３５０  ２，４４０ 

空 港 幹 線 ○･    ２００～○･  ２５０  ６，７６０ 

計 ４３，２３０ 

○･ ･･･円形断面
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平成２８年度事業費 （単位：百万円）

区 分 全 体 計 画 平成２７年度まで 平成２８年度（計画）

総 事 業 費 ４８，５００ ３３，２２６ １９７ 

内 訳
国庫補助事業 ４５，１０５ ３０，８４７ １８３ 

単独県費事業 ３，３９５ ２，３７８ １４ 

   ※ 各数値は四捨五入を行っているため，合計が合わないことがある。

(3) 芦田川流域下水道芦田川浄化センター下水汚泥固形燃料化事業の概要 

① 目的 

この事業は，バイオマス資源である下水汚泥から固形燃料化物を製造し，燃料として石

炭ボイラ等を所有する民間企業等に有償で供給するスキームにより，下水汚泥処分の長期

安定確保を図るとともに，バイオマスエネルギーとしての有効利用及び地球温暖化防止に

資することを目的とするものである。 

② 事業概要 

事業期間： 設計施工 平成２６年１０月～平成２８年１２月 

  ： 維持管理 平成２９年 １月～平成４９年 ３月（２０年３ヵ月間） 

    （DBO を活用し，設計・施工・２０年間の維持管理を含めた一括契約） 

事業費 ： 約３９億円 

事業内容： 芦田川浄化センター及び県内４箇所の単独公共下水道の終末処理場で発生 

する下水汚泥から固形燃料化物を製造し，石炭代替え燃料として有効利用を

図る。 

③ 事業スキーム 

（処理する脱水汚泥量２３，８００ｔ／年）

             完成予想図（平成２９年１月 供用開始予定） 

一括発注範囲 
下水汚泥の集約
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(4) 公共下水道事業（特定環境保全公共下水道を含む。）の概要 

公共下水道は，主として市街地における雨水及び汚水を排除し，又は処理するための下水道

で，終末処理場を有するものと，流域下水道に接続するものがある。 

現在，下水道計画を有さない神石高原町を除く全ての市町（１４市８町）において，公共下

水道事業を実施している。 

公共下水道の整備状況  （平成２７年３月３１日 現在）

市町名 処理人口 行政人口 普及率 市町名 処理人口 行政人口 普及率 

 （A）千人 （B）千人 (A／B)％  （A）千人 （B）千人 (A／B)％ 

広島市 1,118.0 1,188.1 94.1 安芸高田市 10.1 30.4 33.2 

呉市 202.5 234.6 86.3 江田島市 14.3 25.0 57.0 

竹原市 3.9 27.6 14.3 府中町 46.4 51.9 89.4 

三原市 40.5 98.3 41.2 海田町 28.5 29.1 97.8 

尾道市 16.4 142.9 11.5 熊野町 22.3 24.8 90.0 

福山市 329.8 470.9 70.0 坂町 12.9 13.1 98.8 

府中市 13.1 41.6 31.4 安芸太田町 2.8 6.9 40.8 

三次市 20.1 54.9 36.6 北広島町 8.5 19.6 43.3 

庄原市 13.9 37.9 36.7 大崎上島町 2.6 8.0 32.5 

大竹市 26.5 28.1 94.2 世羅町 1.1 17.3 6.5 

東広島市 77.1 184.2 41.9 神石高原町 － 9.9 － 

廿日市市 49.8 117.1 42.6 県      計 2,061.0 2,862.1 72.0 

１．行政人口は，平成２７年３月３１日現在の住民基本台帳人口による。

２．処理人口は，平成２７年４月１日までの供用開始公示済み区域内人口とする。

３．各数値は四捨五入を行っているため，合計が合わないことがある。

- 76 -


